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第 1 章：はじめに 

日本は超高齢社会を迎えており地域包括ケアシステムの構築を推進している.通所リ

ハビリテーション（以下,通所リハ）においても,今まで以上にサービスの修了を意識し

た体制が求められるようになった.しかし通所リハ利用者は,長期的に利用を継続して

いる現状であり,先行研究では利用者の修了要因を検討する報告は十分とは言えない.

そこで利用者のサービス初回時より修了に関連する要因を模索する事は重要であると

考えた.TUG や握力測定は,利用者を簡易的に評価する事が可能であり,サービスを通し

て身体の改善実感を感じる事の出来る有用な評価ツールとなり得る.本研究では,通所

リハ修了に関連すると考えられる要因の中で運動機能に注目し,サービス開始時の運動

機能と修了の有無の関係を分析し,修了の早期予測の可能性について検討した. 

 

第 2 章 研究方法 

対象者は 2018 年 4 月から 2019 年 3 月までの期間に東京都中野区 E 町の 2 つの通所

リハ事業所のいずれかに通っている利用者のうち,2 年以上にわたりサービスを継続し

ている利用者 50名（以下,継続群）と通所リハを 2 年未満に利用を修了している者 55

名（以下,修了群）を対象とした.また,修了内容別に通所リハの修了後に介護保険サー

ビスの利用による社会参加の機会を設けていない者 35名（以下,卒業群）と通所リハ

の修了後に介護保険サービスによる社会参加の機会を設けている者 20名（以下,他の

サービスへ移行群）の 2 群へ割り付けた.通所リハの修了後のサービス内容について

は,診療録の情報を参照した.除外規定として Mini-Mental State Examinationにおい

て 21点以下の認知機能低下の疑いのある者,死亡および入院によりサービスを終了と

した者とした.調査内容は,基本情報①年齢②性別③介護保険の適用となった疾患別と

し,分類は「脳血管疾患」「運動器疾患」「呼吸器疾患」「心大血管疾患」「廃用症候群」

の 5区分とした.身体機能の評価は①握力②TUG を測定し,サービス利用開始から 1ヶ

月以内に集計した診療録から後ろ向きに情報を収集した.分析方法は,各調査項目と通

所リハの修了の有無により継続群と修了群の 2 群に分け,名義尺度はχ2検定にて検討

し,間隔尺度は Mann-Whitneyの U 検定にて検討した.次に各調査項目と通所リハの修了

内容別の継続群,卒業群,他のサービスへ移行群の 3 群にわけ,名義尺度をχ2検定にて

検討,間隔尺度は Kruskal Waliis検定にて検討した.Kruskal Waliis検定にて有意な

関連の認められた変数内に Bonferroniの補正を行い群内比較を実施した.検定に

は,IBM SPSS Statistics 26 を使用し有意水準は 5%と設定した.本研究は医療法人健貢

会総合東京病院の倫理委員会にて承認（承認番号 118）を得た上で実施した. 

 

第 3 章 研究結果 

基本属性において継続群,卒業群,他のサービスへ移行群の間に有意な差は認められな

かった.継続群と修了群の間で,運動項目である握力,TUG に有意な差は認められなかっ

た.継続群,卒業群,他のサービスへ移行群の 3 群での解析結果では TUG において有意な

差が認められた.(P=0.015).握力では有意な差が認められなかった. 
次に有意差が認められた TUG について,継続群-卒業群,継続群-他のサービスへ移行群,

卒業群-他のサービスへ移行群の各群間の差について,Bonferroni 法にて多重比較検定
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を行った結果,卒業群-他のサービスへ移行群の間で卒業群の方が有意に速度が速かっ

た（p=0.011）. 

 

第４章 考察 

通所リハの修了の有無による修了群と継続群の間には,握力,TUG において有意な差が

認められなかった.修了群を「卒業群」「他のサービスへ移行群」の 2 群に分別し,継続

群を含めた 3 群間での運動機能項目について比較調査を行った結果,握力では３群の間

に有意な差が認められなかったが,TUG では 3 群の間に有意な差を認め,他のサービスへ

移行群に対し卒業群が有意に速度が速い事が示された.先行研究では地域在住高齢者に

対し TUG が,14 秒以上かかる高齢者は転倒のリスクが高い事が示唆されたとし,本研究

の調査でも,卒業群が転倒リスクのカットオフ値を下回っていた.握力において有意差

が見られなかった原因として,今回の研究では最大値を測定結果としており,脳血管疾

患等の筋力に左右差が生じやすい場合において,全身状態を反映しづらい事及び握力は

全身筋力と相関が強い事も報告されているが,一方で運動能力が低下するリスクの予測

因子として有用との報告もあり,社会参加に向けての調査では TUG など移動を含めた評

価項目の方が反映しやすいと考えた.本研究では調査項目が少なく,精神状態や社会的

観点など複合的に考察する必要があり今後も継続的な調査が必要と思われる. 

 

第 5 章 結論 

通所リハを修了して他のサービスも利用していない者は、通所リハ継続者、通所リハ

修了後に他のサービスに移行した者に比べて通所リハ開始時に TUG の速度が有意に高

く、自助に向けたサービスの修了を期待できることが示された.
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